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１ 対象政策

日本環境安全事業株式会社が国庫補助（廃棄物処理施設整備費国庫補助金）を受けて
実施するＰＣＢ廃棄物処理施設の整備事業（２件）について評価の対象とする。

２ 概 要

日本環境安全事業株式会社が実施するＰＣＢ廃棄物処理施設の整備事業について、事
業の必要性、効率性及び有効性の観点から評価を行う。

○評価の観点
・必要性

現時点において施設の整備を必要とする理由、背景
・効率性

施設の整備費用の妥当性について、ごみ焼却施設ダイオキシン対策事業と比較
・有効性

施設の整備により期待される効果

○費用効果分析
費用効果分析手法について有識者の検討会を設置し検討。検討会の中間取りまとめで示

された、ダイオキシン対策という観点から、ごみ焼却施設のダイオキシン対策事業と比較
する方法により効率性の評価を行う。

３ 評価内容
別紙「廃棄物処理施設整備に対する国庫補助事業に関する事前評価（ＰＣＢ廃棄物処理

施設の整備事業 」のとおり。）



廃棄物処理施設整備に対する国庫補助事業に関する事前評価結果
（ ＰＣＢ廃棄物処理施設整備事業 ）

評価日：平成１６年３月３１日

便益(Ｂ) 費用 その他の指標
事 業 名 工期 (Ｃ) Ｂ／Ｃ 評 価
事業主体 (億円)総便益(億円) 便益の主な根拠

ＰＣＢ廃棄物処理豊 15-17 － － 223 - 必要性：保管継続のリスクの解消、国際的取り組①放出可能性量の

田事業 み、長期に保管されているＰＣＢ廃棄物の早期削減量による計算

（日本環境安全事業 処理体制の構築のために必要。2.8億円/kg-TEQ

株式会社） 有効性：人の健康影響の低減の観点から有効。②環境への放出量

効率性：効率性評価の手法等については、有識者の低減量による計

からなる検討会を開催し、その検討を踏まえ、ﾀﾞｲ算

ｵｷｼﾝ対策としての費用効率性３通りの方法で計算27～80億円/kg-TEQ

し、をごみ焼却施設ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策事業と比較する手③環境への放出量

法を採用。既に行われたごみ焼却施設ﾀﾞｲｵｷｼﾝの低減量による計

対策事業の費用効率性は、算定期間を10、20、30算(全量放出)

年間とした場合、それぞれ54、82、171億円/kg-TE32億円/kg-TEQ

Qであり、本事業の費用効率性は、ごみ焼却施設ﾀﾞ(削減されるﾀﾞｲｵｷｼ

ｲｵｷｼﾝ類単位量当たりの

ﾝ対策事業と比肩しうるかそれ以上。費用。比較対照と

なるごみ焼却施設

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策では、

54～171億円/kg-TE

Q）



廃棄物処理施設整備に対する国庫補助事業に関する事前評価結果
（ ＰＣＢ廃棄物処理施設整備事業 ）

評価日：平成１６年７月５日

便益(Ｂ) 費用 その他の指標
事 業 名 工期 (Ｃ) Ｂ／Ｃ 評 価
事業主体 (億円)総便益(億円) 便益の主な根拠

ＰＣＢ廃棄物処理大 16-18 － － 352 - 必要性：保管継続のリスクの解消、国際的取り組①放出可能性量の

阪事業 み、長期に保管されているＰＣＢ廃棄物の早期処削減量による計算

（日本環境安全事業 理体制の構築のために必要。4.2億円/kg-TEQ

株式会社） 有効性：人の健康影響の低減の観点から有効。②環境への放出量

効率性：効率性評価の手法等については、有識者の低減量による計

からなる検討会を開催し、その検討を踏まえ、ﾀﾞｲ算

ｵｷｼﾝ対策としての費用効率性３通りの方法で計算40～120億円/kg-TE

し、ごみ焼却施設ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策事業と比較する手法Q

を採用。既に行われたごみ焼却施設ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策事③環境への放出量

業の費用効率性は、算定期間を10、20、30年間との低減量による計

した場合、それぞれ54、82、171億円/kg-TEQであ算(全量放出)

り、本事業の費用効率性は、ごみ焼却施設ﾀﾞｲｵｷｼ48億円/kg-TEQ

ﾝ対策事業と比肩しうるかそれ以上。(削減されるﾀﾞｲｵｷｼ

ﾝ類単位量当たりの

費用。比較対照と

なるごみ焼却施設

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ対策では、

54～171億円/kg-TE

Q）


